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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　列車に搭載され、車上無線機に接続された車上装置と、
　沿線無線機に接続された地上装置と、
を備え、
　前記地上装置は、前記沿線無線機と前記車上無線機との通信による測距結果に基づき各
列車の位置情報を取得し、
　前記地上装置で取得された一列車の位置情報と前記一列車の後続列車の位置情報とに基
づき算出した前記後続列車の停止限界位置の情報を、前記一列車に搭載された車上装置か
ら前記後続列車に送信する、列車制御システム。
【請求項２】
　前記一列車に搭載された車上装置は、前記地上装置から前記一列車の位置情報と前記後
続列車の位置情報とを受信するとともに前記後続列車の停止限界位置を算出して、前記後
続列車の停止限界位置の情報を前記後続列車に送信することを特徴とする請求項１に記載
の列車制御システム。
【請求項３】
　前記一列車に搭載された車上装置は、前記後続列車の車上装置に対して前記後続列車の
停止限界位置の情報を前記車上無線機間での通信により送信することを特徴とする請求項
１または請求項２に記載の列車制御システム。
【請求項４】
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　前記一列車に搭載された車上装置は、前記後続列車の車上装置に対して前記後続列車の
停止限界位置の情報を前記沿線無線機と前記車上無線機との通信を介して送信することを
特徴とする請求項１または請求項２に記載の列車制御システム。
【請求項５】
　列車に搭載され、車上無線機に接続された車上装置と、
　沿線無線機に接続された地上装置と、
を備え、
　前記地上装置は、前記沿線無線機と前記車上無線機との通信による測距結果に基づき各
列車の位置情報を取得し、
　前記地上装置で取得された一列車の位置情報と前記一列車の後続列車の位置情報とに基
づき算出した前記後続列車の停止限界位置の情報を、衛星システムから前記後続列車に送
信する、列車制御システム。
【請求項６】
　前記地上装置は、取得した各列車の位置情報に基づき、列車の停止限界位置を算出して
当該停止限界位置の情報を上位システムに送信し、
　前記上位システムは、前記衛星システムにより各列車に送信することを特徴とする請求
項５に記載の列車制御システム。
【請求項７】
　前記後続列車の車上装置は、送られた前記停止限界位置の情報に基づいて速度パターン
を生成し、この速度パターンに基づいて列車の走行制御を行うことを特徴とする請求項１
から請求項６までのいずれか一項に記載の列車制御システム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は列車制御システムに係り、特に、列車の間隔情報を取得するとともに、地上装
置以外の装置からも列車の間隔情報を得ることができ、列車の安全な走行制御を行うこと
を可能とした列車制御システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、いわゆる無線測距方式を利用した列車制御システムは、列車に車上無線機を
搭載し、その列車の走行する軌道の沿線に沿って所定の間隔をもって設置された複数の沿
線無線機との間で無線ネットワークを形成し、車上無線機の車上アンテナと沿線無線機の
沿線アンテナとの無線伝搬遅延（時間）を計測して列車位置を検知し、その検知された列
車位置に基づいて列車制御を行うようになっている。
【０００３】
　そして、このような無線測距方式を利用した列車制御システムとしては、従来から、例
えば、所定の軌道を走行する列車に搭載された車上無線機および地上の所定位置に設けら
れた地上無線機間の無線の伝播時間に基づいてその所定の軌道における列車位置を検知す
る無線列車位置検知手段と、列車の車軸に接続された速度発電機の出力信号に基づいて所
定の軌道における列車の走行距離を算出する走行距離算出手段と、無線列車位置検知手段
で検知された列車位置を所定の仮基準位置に設定する仮基準位置設定手段と、その仮基準
位置設定手段で設定された仮基準位置から走行距離算出手段で算出された走行距離に基づ
いて所定の軌道における列車位置を検知する列車位置検知算出手段とを備えた技術が開示
されている（例えば、特許文献１を参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－３３１６２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　しかしながら、前記従来の技術においては、列車の位置を検知して地上装置から車上装
置に列車位置情報を送るものであるが、例えば、沿線無線機との無線通信状態が良好でな
い場合や、軌道の沿線に通信機器を設置できない場合においては、列車に十分な情報を与
えることができず地上装置による列車位置情報のみでは、十分な列車の走行制御を行うこ
とができなくなるおそれがあり、その他の通信システムが望まれていた。
【０００６】
　本発明は前記した点に鑑みてなされたものであり、列車の間隔情報を取得するとともに
、地上装置以外の装置からも列車の間隔情報を得ることができ、列車の安全な走行制御を
行うことのできる列車制御システムを提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は前記目的を達成するために、請求項１の発明に係る列車制御システムは、列車
に搭載され、車上無線機に接続された車上装置と、
　沿線無線機に接続された地上装置と、
を備え、
　前記地上装置は、前記沿線無線機と前記車上無線機との通信による測距結果に基づき各
列車の位置情報を取得し、
　前記地上装置で取得された一列車の位置情報と前記一列車の後続列車の位置情報とに基
づき算出した前記後続列車の停止限界位置の情報を、前記一列車に搭載された車上装置か
ら前記後続列車に送信する。
　請求項２に係る発明は、請求項１において、前記一列車に搭載された車上装置は、前記
地上装置から前記一列車の位置情報と前記後続列車の位置情報とを受信するとともに前記
後続列車の停止限界位置を算出して、前記後続列車の停止限界位置の情報を前記後続列車
に送信することを特徴とする。
　請求項３に係る発明は、請求項１または請求項２において、前記一列車に搭載された車
上装置は、前記後続列車の車上装置に対して前記後続列車の停止限界位置の情報を前記車
上無線機間での通信により送信することを特徴とする。
　請求項４に係る発明は、請求項１または請求項２において、前記一列車に搭載された車
上装置は、前記後続列車の車上装置に対して前記後続列車の停止限界位置の情報を前記沿
線無線機と前記車上無線機との通信を介して送信することを特徴とする請求項１または請
求項２に記載の列車制御システム。
　本発明は前記目的を達成するために、請求項５の発明に係る列車制御システムは、列車
に搭載され、車上無線機に接続された車上装置と、
　沿線無線機に接続された地上装置と、
を備え、
　前記地上装置は、前記沿線無線機と前記車上無線機との通信による測距結果に基づき各
列車の位置情報を取得し、
　前記地上装置で取得された一列車の位置情報と前記一列車の後続列車の位置情報とに基
づき算出した前記後続列車の停止限界位置の情報を、衛星システムから前記後続列車に送
信する。
　請求項６に係る発明は、請求項５において、前記地上装置は、取得した各列車の位置情
報に基づき、列車の停止限界位置を算出して当該停止限界位置の情報を上位システムに送
信し、
　前記上位システムは、前記衛星システムにより各列車に送信することを特徴とする。
【０００８】
　請求項７に係る発明は、請求項１から請求項６までのいずれか一項において、前記後続
列車の車上装置は、送られた前記停止限界位置の情報に基づいて速度パターンを生成し、
この速度パターンに基づいて列車の走行制御を行うことを特徴とする。
【発明の効果】
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【００１１】
　請求項１に係る発明によれば、地上装置により、沿線無線機と車上無線機との通信時間
に基づいて、列車および後続列車の位置情報を取得して車上装置に送信するとともに、車
上装置により、地上装置から送られる自列車の位置情報および後続列車の位置情報に基づ
いて、後続列車の停止限界位置を算出し、後続列車に送信するようにしているので、各列
車の間隔を適正に保持することができ、列車の安全な走行制御を行うことができる。
　請求項５に係る発明によれば、地上装置により、沿線無線機と車上無線機との通信時間
に基づいて、列車および後続列車の位置情報を取得するとともに、自列車の位置情報およ
び後続列車の位置情報に基づいて、後続列車の停止限界位置を算出して、衛星システムに
より列車に送信するようにしているので、各列車の間隔を適正に保持することができ、列
車の安全な走行制御を行うことができる。
【００１２】
　請求項７に係る発明によれば、後続列車の車上装置により、先行列車や衛星システムか
ら送られる列車位置情報および停止限界位置情報に基づいて速度パターンを生成し、この
速度パターンに基づいて列車の走行制御を行うようにしているので、各列車の間隔を適正
に保持することができ、列車の安全な走行制御を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明に係る列車制御システムの実施形態における列車部分を示す概略構成図で
ある。
【図２】本発明に係る列車制御システムの実施形態における路線の一例を示す説明図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。
【００１７】
　図１および図２は、本発明に係る列車制御システムの実施形態を示す概略構成図であり
、本実施形態においては、所定の軌道１上を走行する列車２には、車上装置３が搭載され
ている。この車上装置３は、ＣＰＵを中心に構成された演算処理部（図示せず）を有して
いて、列車２の速度制御や制動制御などの各種制御を行うように構成されている。
【００１８】
　また、列車２には、車上装置３に接続された車上無線機４が搭載されており、列車２の
軌道１上には、車上無線機４と情報の送受信を行うための複数の沿線無線機５が設置され
ている。また、これら沿線無線機５には、地上装置６が接続されている。
【００１９】
　そして、各地上装置６は、沿線無線機５と車上無線機４との通信を行った際の通信時間
を計測し、その時間差による測距結果、沿線無線機５と列車２との距離を演算し、列車２
が現在どの位置に存在しているかを検知するように構成されている。そして、地上装置６
は、沿線無線機５および車上無線機４を介して、車上装置３に、現在の列車２の位置情報
および後続の列車２の位置情報を送信するように構成されている。
【００２０】
　そして、車上装置３は、地上装置６から送られる自列車２の位置情報および後続列車２
の位置情報に基づいて、後続列車２の停止限界位置を算出し、後続列車２に送信するよう
に構成されている。ここで、先行列車２の車上装置３から後続列車２への送信経路として
は、例えば、先行列車２の車上無線機４から後続列車２の車上無線機４に直接送信するよ
うにしてもよいし、先行列車２の車上無線機４から、一度沿線無線機５を経由して後続列
車２の車上無線機４に送信するようにしてもよい。
【００２１】
　後続列車２は、車上装置３により、列車位置情報および停止限界位置情報に基づいて、
自列車２のブレーキ性能に従って速度パターンを生成し、走行速度が速度パターンを超過
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【００２２】
　また、本実施形態においては、地上装置６からの列車位置情報に基づいて、後続の列車
２に対して、停止限界位置情報を送信するようにしているが、例えば、地上装置６により
列車位置情報を取得するとともに、地上装置６により、各列車２の停止限界位置情報を求
め、地上装置６からの列車位置情報および停止限界位置情報を上位システムに送信し、上
位システムから、例えば、衛星通信システムを用いて各列車２に送信するようにしてもよ
い。
【００２３】
　次に、本実施形態の制御動作について説明する。
【００２４】
　まず、沿線無線機５と車上無線機４との間で通信を行い、この通信時間を計測すること
により、各地上装置６により、沿線無線機５と列車２との距離を演算し、列車２の現在の
位置を検知する。
【００２５】
　そして、地上装置６は、列車位置情報を沿線無線機５および車上無線機４を介して車上
装置３に送信する。また、車上装置３は、地上装置６から送られる自列車２の位置情報お
よび後続列車２の位置情報に基づいて、後続列車２の停止限界位置を算出し、後続列車２
に送信する。
【００２６】
　そして、後続列車２は、車上装置３により、列車位置情報および停止限界位置情報に基
づいて、自列車２のブレーキ性能に従って速度パターンを生成し、この速度パターンに従
って列車２の走行制御を行うものである。
【００２７】
　以上述べたように、本実施形態においては、地上装置６から沿線無線機５および車上無
線機４を介して車上装置３に、列車位置情報を送信するとともに、車上装置３により、列
車位置情報に基づいて後続列車２の停止限界位置情報を求めて後続列車２に送信し、後続
列車２は、自列車２のブレーキ性能に従って速度パターンを生成し、この速度パターンに
基づいて、列車２の走行制御を行うようにしているので、各列車２の間隔を適正に保持す
ることができ、列車２の安全な走行制御を行うことができる。
【００２８】
　なお、本発明は前記実施形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨に基づいて種々
の変形が可能である。
【符号の説明】
【００２９】
　１　軌道
　２　列車
　３　車上装置
　４　車上無線機
　５　沿線無線機
　６　地上装置
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